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【１】法人の概要 
 
１．（学校法人日本教育財団の法人理念） 

本学園は、学校法人である。 
人がそれぞれの人格をもち、その人格が成否の鍵となるように、法人も社会的人格を

有し、それが発展の鍵となる。この人格を支えるものが、法人理念である。 
健全な理念がないところに、成功はない。 
本学園の業務にたずさわるものは、すべてこの理念を了解し、共有し、業務の遂行に

あたる。 
 
１）社会に貢献しないところに、学校法人としての存在はない。 

法人を内、社会を外としても、内と外は不可分の関係で即応する。 
内が変われば外も変わり、外が変われば内も変わる。 
本学園の法人理念の遂行が、内を発展させ、産業界、社会、国家、世界という外を発展さ

せる。発展した外は、さらに法人という内を発展させる。 
人材輩出を通じて、事業活動を通じて、社会への貢献が法人の発展となるため、われわれ

は、積極的な行動をとる。 
 
２）最良の教育目標にむかって、最高の教育活動を行う。 

最良で最高の教育は、すべて学生本位とする。 
個としての学生には可能性を信じ、集としての学生には公正をもってあたる。教育の諸活 
動は、最良の教育目標に収束する。その実行のために、次のことを努力する。 

① すべての学生が、めざすところに到達するカリキュラムを整備し、不断に改善を施し、

完璧な就職指導を行う。 
② ひとりひとりの学生が、そのカリキュラムを修得できる指導方法を、常に練磨する。 
③ 個としての、集としての学生を陶冶するために、本学園の構成員みずからが、精神力と

人格と識見を備える。 
 
３）尊重された個人の総和が、全体以上の成果を産む。 

個と個の総和は、算術的な全体ではない。 
組織を構成するひとりひとりが、有機的な統合をすることで、全体以上の力と成果を産み

出す。 
 
４）継続と発展が、最大責務である。 

公益法人としての思想をもち、私学としての発展を続けることが、本学園の卒業者及び、 
本学園で学び、学ぼうとする者、さらに本学園の構成者に対して、最大の責務である。 
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２．（学校法人日本教育財団 法人組織）   

 
（理事数）   私立学校法第三十八条 第一項 第一号 選出 1 名 
             同         第二号 選出 5 名 
             同         第三号 選出 1 名 
 
（監事数）   2 名 
 
（評議員数）  私立学校法第四十四条 第一項 第一号 選出 6 名 
             同         第二号 選出 1 名 
             同         第三号 選出 8 名 
（教職員数）    2,125 名（教師教官 667 名 職員 220 名 講師 1,238 名） 
         ※2019 年 5 月 1 日現在  
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３．（学校法人日本教育財団 沿革） 
 

１９６６年４月 名古屋市中村区名駅 4-8-12 に「名古屋モード学園」（愛知県認可）を開校。 

 
１９７１年４月 準学校法人日本服飾学園設立。 

      大阪市北区梅田 1-3-1 に「大阪モード学園」（大阪府認可）を開校。 

 
１９７６年６月 本格的なインターンシップ制度をカリキュラムに導入・実施。 

   
１９７９年４月 法人名を、準学校法人日本服飾学園から、学校法人モード学園に変更。 

 
１９７９年１１月 東京都新宿区西新宿 6-12-7 に「東京モード学園」（東京都・新宿区認可）

を開校。 

 
１９８４年４月 大阪市北区梅田 1-11-4 に「コンピュータ総合学園ＨＡＬ」（大阪府認可）

を開校。 

 
１９８６年３月 コンピュータ総合学園ＨＡＬ新校舎を大阪市北区大淀中 1-10-3 に完成し

移転。 

 
１９８６年４月 名古屋市中村区名駅南 1-28-14 に「コンピュータ総合学園ＨＡＬ」（愛知

県認可）を開校。 

 
１９８８年４月 東京都新宿区西新宿 6-12-7 に「モード学園出版局」を開設。 

         校費海外留学生制度を導入、学校ごとに毎年 1 名を対象として実施。 

 
１９８８年９月 全校を統合する総合学事コンピュータシステム（ＡＬＦＡシステム）が稼

動。 

 
１９８８年１１月 コンピュータ総合学園ＨＡＬが文部省より職業教育高度化開発研究を委

託される。 

 
１９８８年１２月 東京モード学園新校舎が東京都新宿区西新宿 1-6-2 に完成し移転。 

 
１９８９年１月 パリ（フランス）に「パリ本部」を開設し、国際化戦略の拠点とする。 

 
１９８９年１月 モード学園はパリ研修卒業旅行、ＨＡＬはアメリカ研修卒業旅行を実施。 

以後毎年実施。 
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１９８９年４月 在学生に向けて「就職保証制度」を発足。 

 
１９９３年４月 モード学園出版局を東京都新宿区西新宿 1-6-2 に移転。 

 
１９９４年４月 全校の専門課程に対し、文部省から専門士称号の付与が認められる。 

 
１９９５年４月 創造力教育の理念に基づく個性発見の教育評価方法（S.S.D.評価システム） 
  を開始。 

 
１９９５年９月 ＣＲＥＡＰＯＬＥ（パリ校）をパリ１区リボリ通りに開校。 

同時にＥＳＤＩ（工業デザイン専門学校）を吸収合併。 

 
１９９９年３月 大阪駅西に大阪モード学園とコンピュータ総合学園ＨＡＬを合体させた

新校舎完成。２校同時に移転。 

 
２０００年４月 旧コンピュータ総合学園ＨＡＬ総合校舎に医療・福祉系専門学校「大阪医

専」（大阪府認可）を開校。 

 
２００７年４月 厚生労働省指定学科の在学生に向けて「国家資格 合格保証制度」を発足。 

  
２００８年４月 名古屋校新校舎「モード学園スパイラルタワーズ」（地上３６階・地下３ 

 階）が名古屋市中村区名駅 4-27-1 に完成。 

名古屋モード学園・コンピュータ総合学園ＨＡＬを同時に移転。 

名古屋市中村区名駅 4-27-1 に「名古屋医専」（愛知県認可）を開校。 

 
「コンピュータ総合学園ＨＡＬ」から「ＨＡＬ大阪」、「ＨＡＬ名古屋」 

に校名変更。 

 
地域貢献と教育事業部門の財務基盤強化を目的に、認可収益事業として 

不動産賃貸業を開始。 

 
２００８年１０月 東京校新校舎「モード学園コクーンタワー」（地上５０階・地下３階）が

東京都新宿区西新宿 1-7-3 に完成し、東京モード学園、モード学園出版局

を移転。 

             
２００９年４月  東京都新宿区西新宿 1-7-3 に「ＨＡＬ東京」（東京都・新宿区認可）、「首

都医校」（東京都・新宿区認可）を開校。 
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２０１４年４月  国内９校１４５学科において「職業実践専門課程」の認定を受ける。 

 
２０１６年４月  法人名を学校法人モード学園から学校法人日本教育財団へ変更。 

 
２０１８年４月  「東京通信大学（Tokyo  Online University）」（文部科学大臣認可）を開学。 

 

２０１９年４月  「国際ファッション専門職大学（Professional Institute of International 

Fashion）」（文部科学大臣認可）を開学。 

 

２０２０年４月  「東京国際工科専門職大学（Internatinal Professional University of 

Technology in Tokyo）」（文部科学大臣認可）を開学予定。 

 
 

４．（設置する学校） 
東京モード学園  https://www.mode.ac.jp/tokyo 

 
大阪モード学園  https://www.mode.ac.jp/osaka 
 
名古屋モード学園 https://www.mode.ac.jp/nagoya 

 
ＨＡＬ東京   https://www.hal.ac.jp/tokyo 

 
ＨＡＬ大阪   https://www.hal.ac.jp/osaka 

 
ＨＡＬ名古屋  https://www.hal.ac.jp/nagoya 

 
首都医校   https://www.iko.ac.jp/tokyo 

 
大阪医専   https://www.iko.ac.jp/osaka 

 
名古屋医専   https://www.iko.ac.jp/nagoya 

 
東京通信大学  https://www.internet.ac.jp/  

 
国際ファッション専門職大学 https://www.piif.ac.jp/ 

 
東京国際工科専門職大学 https://www.iput.ac.jp/tokyo 
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５．２０１９年度重点事業計画の実績 
 
１）教育活動の多角化による経営基盤の強化 

① ２０１８年１１月文部科学大臣より設置認可を受けた国際ファッション専門職大学が２

０１９年４月に開学。 
② ２０２０年度開学を目指した東京国際工科専門職大学が２０１９年９月文部科学大臣よ

り設置認可。 
③ ２０２１年度の開学を目指す大阪国際工科専門職大学及び名古屋国際工科専門職大学の

設置認可を文部科学省に申請。 
 
２）教育の質保証に向けた教育活動の改革 

① 実践的教育設備を計画通りの導入など各種対策実施の結果、教育力並びに学生満足度は

さらに向上した。 
② 高等教育の修学支援新制度に関し法人内全校（専門学校９校、大学１校、専門職大学２

校）は新制度の対象校となり、学生支援を拡充した。 
③ 学外コンテストに挑戦する学生に対する指導・支援体制に関し、従来以上に強化した結

果、学生の実力がより顕著に発揮されるようになり、実績に繋がった。 
④ 東京通信大学大学、国際ファッション専門職大学において、ＦＤ委員会・ＳＤ委員会を

設置し、教職ならび職員を対象に研修会・勉強会を開催した。 
⑤ 東京工科専門職大学の開学にむけて、校舎を改修のうえ教育研究環境を整備した。 

 
３）グローバル化への対応推進 

① 新設した専門職大学においても、海外講師の招聘や海外実習の際の奨学金の整備等が計

画通り進行した。 
② 教育機関としてのグローバル化の出口戦略として、海外での就職を希望する学生への指

導・支援体制を強化し、就職実績が増加した。 
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【２】法人の財務 

本法人の 2019 年度決算の概要は次の通りです。 
 
１．事業活動収支計算書 
 （収入の部） 
  当年度の教育活動収入は 221 億 65 百万円となり、前年度比 16 億 84 百万円の増となった。

収入増の主なものは、国際ファッション専門職大学開学をはじめとする学生数増による学生

生徒等納付金 16 億 36 百万円増である。 
 （支出の部） 
  当年度の教育活動支出は 148 億 76 百万円となり、前年度比 10 億 39 百万円増となった。支

出増の主なものは、国際ファッション専門職大学開学に伴う人件費等の費用増と、専門職大

学設置準備費用である。 
  特別支出 8 億 93 百万円には、専門職大学設置に係る教室改修等校舎設備投資に関連した既

存教室等の除却額 8 億 81 百万円が含まれている。 
 （基本金繰入前当年度収支差額） 
  当年度の基本金繰入前当年度収支差額は 80 億 14 百万円である。学生数増加により収入増と

なったが、学生数増加による費用増、専門職大学設置準備経費の影響で支出増となり、前年

度比 94 百万円減となった。 
 
  事業活動収支差額比率（基本金繰入前当年度収支差額÷事業活動収入）は 33.7%と、昨年度

比 3.2%下がったものの良好な数値を維持した。 
  教育研究経費比率（教育研究経費／経常収入）は 18.1%と昨年度比同等の数値となった。人

件費比率（人件費／事業活動収入）は 27.3%と昨年度比微減となった。 
 
２．資金収支計算書 
  教育活動によるキャッシュフローが 111 億円、設備投資によるキャッシュアウトが 41 億円、

その他の資金収支を相殺した結果キャッシュアウトが 86 億円となり、差引、16 億円の資金

減となった。 
 
３．貸借対照表 
  資産の部合計、負債及び純資産の部合計は 2,919 億 41 百万円となり、前年度比 97 億 14 百

万円の増となった。前年比増の主なものは、有価証券、教育研究用機器備品（専門職大学設

置経費）増である。 
 
４．認可収益事業部門 
  認可収益事業部門は、出版事業、不動産賃貸業の収益と費用を表したものである。 
  当年度売上高は 6 億 44 百万円、当期損失は 2 億 36 百万円となった。 
  費用には、学校会計への繰入金支出 3 億 74 百万円が含まれるため、正味の利益は 1 億 38 百

万円となる。 
 

以上 
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１．（資金収支計算書） 
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２．（活動区分資金収支計算書） 
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３．（事業活動収支計算書） 
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４．（貸借対照表） 
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５．（認可収益事業財務諸表） 
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６．（財産目録） 
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７．（主な財務比率） 
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８．（監査報告書） 
 
 


